
地方自治法（昭和22年法律第67号）第252条の38第６項の規定により、静岡県知事から包括外部監査結果に

基づく措置進捗状況について通知があったので、次のとおり公表する。 

  令和３年６月11日                                       

                               静岡県監査委員  森     裕 

                               静岡県監査委員  渡  邊  芳  文 

                               静岡県監査委員  渡 瀬 典 幸 

                               静岡県監査委員  大 石 哲 司 

１ 包括外部監査の特定事件 

  平成29年度 

  「防災・減災等事業に関する財務事務等の執行について」 

２ 措置進捗状況の内容 

  別冊のとおり

 

 



平成 29年度包括外部監査結果に基づく措置進捗状況 

注１）表中「監査結果」欄の見出し記号は、平成 29年度包括外部監査結果報告書の記号を表記 

監査結果 措置の 

実施状況 

（区分） 

措 置 の 内 容 
方針決定予定時期 

・完了予定時期 
担当課 

区分 内容 
報告書の該
当ページ 

A 「静岡県地震・津波対策アクション・プログラム 2013」全体について 

意見 

③ 市町レベルの情報の開示 

個別に担当課へのヒアリングを

行ったアクションについて、市町

別のデータを見る機会もあり、同

じ静岡県でも、市町によって、地

形や特性、年齢構成、財政力など

の違いもあって、防災への考え方

や取組状況は一様ではないという

印象を強く受けた。 

本プログラムは、県全体の取組

状況がまとめられているが、個々

の県民にとっては、県全体の状況

よりも、自分たちが生活している

市町の状況の方が、より身近な問

題である。 

 各市町のホームページや広報で

も、個別に地震・津波対策の情報

を探すことはできるが、全35市町

の状況を一覧にすることで他の市

町との比較から、自分たちが生活

している市町への理解がより深ま

るのではないかと考える。 

 今後、本プログラムの 176 のア

クションの中で、特に重要性や緊

急性が高いものについては、数値

目標と実績に関する基礎データを

市町別一覧にして開示することを

検討すべきである。 

P13 
措置 

完了 

アクションプログラム

の達成を目的として、Ｒ

元年度に創設された地

震・津波対策等減災交付

金の統一成果指標である

津波避難施設の空白域の

解消や被災者生活再建支

援訓練の実施など、特に

重要性が高いものについ

て、ホームページに市町

別一覧データを公表し

た。 

令和２年 

12 月 
危 機 

政策課 

 

 



 

C 緊急地震・津波対策等交付金 

意見 

① 「成果指標調」の公表につい

て 

危機政策課では、各市町におけ

る交付金対象事業の進捗管理のた

めに、「市町ＡＰ進捗確認票」の

中から特に重要な４項目（ア.津

波避難施設の空白域の解消、イ.

安全対策完了、ウ.救護施設機材

整備、エ.救命救助用資機材装備

）について、市町別の実績状況を

まとめた「成果指標調」を作成し

、市町にも提示している。この「

成果指標調」を見ると、市町によ

って、実績にかなりのばらつきが

あることが確認できる。県のホー

ムページで公表されている「静岡

県地震・津波対策アクションプロ

グラム2013」の中で、平成27年度

末の目標指標の実績が記載されて

いるが、市町別のデータは公表さ

れていない。 

命にかかわる事業への取り組み

については、住民にとって、県全

体のデータよりも、自分たちが住

む市町のデータの方が重要であ

る。また、本来、市町が進めるべ

き事業に対して、県が交付金を出

す趣旨を考えれば、県としても、

もっと積極的に交付金を活用し

て、事業を進めることを市町に求

めるためにも、市町別データの公

表をする必要があると考える。 

P33 
措置 

完了 

アクションプログラム

の達成を目的として、Ｒ

元年度に創設された地

震・津波対策等減災交付

金の統一成果指標である

津波避難施設の空白域の

解消や被災者生活再建支

援訓練の実施など、特に

重要性が高いものについ

て、ホームページに市町

別一覧データを公表し

た。 

令和２年 

12 月 

危 機 

政策課 

 

 

 

 

 


